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研究成果の概要（和文）： 

本研究の目的は、信頼や規範、ネットワークなどの社会関係資本（ソーシャル・キャピタル）
の視点から、非営利組織（NPO）の人材育成上の促進要因・阻害要因を抽出し、非営利組織の人
材育成および力量形成における社会関係資本の創出と活用との関係について解明することであ
る。社会関係資本の構築法および活用法を探り、非営利組織の人材育成と力量形成のあり方に
ついて新たな理論的・実践的枠組みを提示することを目指している。 
 

研究成果の概要（英文）： 

The purpose of this research is to clarify the factors to promote or hinder human resource 
development of nonprofit organizations from the perspective of social capital such as 
trust, norms and networks, and thus, to clarify the relationship between human resource 
development and capacity development of nonprofit organizations and the creation and 
utilization of social capital. This research pursues to propose a new theoretical and 
practical framework for human resource development and capacity development with ways 
to create and utilize social capital. 
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１．研究開始当初の背景 

(1) 背景と問題意識 
少子高齢社会が到来し、人々のライフスタ

イルやニーズが多様化する中で、社会的課題
の解決を目的に活動する非営利組織が世界
的に台頭している。日本でも 3 万以上の NPO
法人が設立され、介護やまちづくり、文化等、
多岐にわたる分野で事業を展開している。非
営利組織で活動するボランティアも増加し
たものの、中核となる職員の人材育成や後継
者問題を抱えている非営利組織が増加して
いる。特に、公の施設の管理運営を担う指定
管理者制度の導入により、短期雇用契約を通
した雇用の不安定化と職員の動機づけに課
題を抱える非営利組織も少なくない。非営利
組織関連の講座を開講する大学も増加して
きているが、労働市場の未成熟さとも相俟っ
て非営利組織への人材輩出には必ずしも結
びついていない。人材育成は非営利組織の持
続的発展にとって喫緊の課題である。 
 
(2) 着想に至った経緯 

研究代表者は、これまでに、社会関係資本
や非営利組織、サービス・ラーニングに関す
る研究を行ってきた。社会関係資本および非
営利組織の理論的実証的研究を行い、環境や
災害、中間支援などの分野における国内外の
事例研究および実証分析によって、非営利組
織が社会関係資本の創出に重要な役割を担
うことや、非営利組織も組織の力量形成に向
けて社会関係資本を活用できる可能性を探
った。また、社会関係資本の醸成をめざした
大学と地域との連携として、学生が非営利組
織等で体験活動を行い、それを学びに変える
サービス・ラーニングの取り組みの有効性を
指摘した。さらに、日本における社会関係資
本の実態把握や概念の適用可能性に取り組
んできた。とはいえ、非営利組織における社
会関係資本の活用についての研究は緒に就
いたばかりである。したがって、これまでの
研究成果を踏まえ、非営利組織が深刻な課題
と捉えている人材育成および力量形成のあ
り方について理論構築を行い、非営利組織が
新たな社会変革の担い手として発展するこ
とに学術的・実践的に寄与したいと考え、本
研究の構想に至った。 
 
(3) 本研究に関連する研究動向・位置づけ 

信頼や互酬的規範、ネットワークといった
協調関係を促進する社会関係資本に対する
関心は、パットナムの研究等を契機として、
政治学、経済学、経営学など様々な分野で高
まっている。実際、これまでに市民活動との
関係や公共政策との関連等、多領域における
適用可能性が議論されてきた。社会関係資本

と人的資本との相互補強的な関係について
も指摘されているが、社会関係資本の視点か
ら非営利組織の人材育成について論じた研
究はほとんどない。また、国内における非営
利組織の就労に関する実態調査も近年行わ
れているが、社会関係資本の視点を取り入れ
た調査研究はない。こうした中、本研究では、
ボランティアを含め、非営利組織における人
材育成の実態調査を社会関係資本の観点か
ら実施し、どのような社会関係資本が、非営
利組織の人材育成をどのように促進し阻害
するかを分析するとともに、非営利組織にお
ける社会関係資本の評価手法開発など、これ
まで研究の蓄積がほとんどない社会関係資
本の活用法を提案する。 
 

２．研究の目的 

本研究の目的は、信頼や規範、ネットワー
クなどの社会関係資本（ソーシャル・キャピ
タル）の視点から、非営利組織（NPO）の人
材育成上の促進要因・阻害要因を抽出し、非
営利組織の人材育成および力量形成におけ
る社会関係資本の創出と活用との関係につ
いて解明することである。社会関係資本の構
築法および活用法を探り、非営利組織の人材
育成と力量形成のあり方について新たな理
論的・実践的枠組みを提示することを目指し
ている。 
 

３．研究の方法 
文献調査、国内・海外調査、国際比較研究

を実施した。研究代表者が研究の統括をし、
研究分担者・連携者と研究会を開催して討議
するとともに、海外の研究協力者とも協議し
ながら研究を進めた。 

非営利組織の人材育成・人的資源管理、社
会関係資本の理論的政策的動向や評価理論
について文献調査を行うとともに実態調査
を企画実施した。国内調査は各研究者の担当
地域において、海外調査は北米にて実施し、
非営利組織の人材育成の現状と課題を社会
関係資本の視点からその形成・阻害要因を中
心に分析した。 

 
(1)文献調査 

非営利組織の人材育成および社会関係資
本の最新の理論的動向をレビューした。また、
非営利組織・教育政策において社会関係資本
に積極的に取り組んでいる欧米諸国の政策
的取り組みについても比較検討した。さらに、
評価手法の開発に向け、関連文献をレビュー
した。 

 
(2)国内外調査 

各地域における非営利組織や大学を訪問



し、非営利組織の人材育成に関する実態を調
査した。海外では、北米（アメリカおよびカ
ナダ）の取り組みについて現地調査を実施す
る。調査対象は、人材育成に成功している・
または課題を抱えている非営利組織、非営利
組織の人材育成事業を実施している中間支
援組織（経営支援組織）、非営利組織教育を
行っている大学、教育政策に取り組む教育省
等である。 

米国では、米国 NPO 学会に参加して、ボラ
ンティア・マネジメントやリーダーシップ、
NPO 教育研修といった、NPO の人材マネジメ
ントに関連する分科会や全体会に参加し、報
告者や出展者に対しインフォーマルなイン
タビュー調査を実施した。また、ワシントン
DCやその周辺における NPOの中間支援組織や
非営利シンクタンク、高等教育機関関連団体
等にインタビュー調査を実施した。調査対象
先は、アーバン・インスティテユート、アソ
シエーション経営者協会、ユナイテッド・ウ
ェイ・オブ・アメリカ、ボード・ソース、国
際戦略問題研究所等である。 

カナダでは、オタワおよびトロントに
おける NPOの中間支援組織や非営利シン
クタンク、高等教育機関等にインタビュ
ー調査を実施した。調査対象先は、ボラ
ンタリー・非営利セクター人材協議会をはじ
め、ボランティア・カナダ、エンデバー・ボ
ランティア、イマジン・カナダ、カールトン
大学ボランタリー・セクター研究開発センタ
ー等である。 

国内では、主に東北地方における NPOに対
しインタビュー調査を行い、人材マネジメン
トに関する現状と課題等の実態を明らかに
した。これは、東北大学大学院経済学研究科
地域イノベーション研究センターや NPO法人
せんだい・みやぎ NPOセンター等と連携しな
がら実施した。また、NPO 法人せんだい・み
やぎ NPO センターと連携して、NPO の力量
形成と信頼性向上に向けた提言を行っ
たり、大学と NPO との連携による NPO 活
動体験プログラム等を実施したり、東北
や甲信越における NPO に対して人材に関
するインタビュー調査を実施した。 

 
主な調査項目は、以下のとおりである。 

① NPO人材の現状と問題 

② 人材マネジメント（ボランティア、リー

ダー育成含む）、力量形成に関する取り組

み 

③ ボランティア、スタッフ、リーダーの動

機付けに関する見解・取り組み 

④ 研修・力量形成 

⑤ 人材マネジメントや力量形成におけるソ

ーシャル・キャピタルの役割 

⑥ NPO 人材に求められるスキルとは何か。

NPO特有の必要とされるスキルは何か。 

⑦ NPOリーダーのキャリア・パス 

 
⑧ 大学における NPO教育 
 

 
 

(3) 国際比較研究 
国内外の調査結果を踏まえ、比較研究を行

う。これにより、日本の非営利組織の人材育
成と力量形成に向けた今後の方向性に関す
る知見を導出した。 
 
４．研究成果 

北米調査や国内調査、国際比較調査から、
NPO の人材マネジメントの促進要因・阻害要
因、人材マネジメントや力量形成におけるソ
ーシャル・キャピタルの役割、NPO 人材に求
められるスキル等が明らかになった。 

 
(1) NPOの人材マネジメントの促進要因 
・人材マネジメントの価値の認識と投資 
・団体の規模別役職別の多様な人材マネ
ジメントツールの開発（特に小規模団
体） 
・次世代人材育成の取り組み 
・若者や高齢者の巻き込み 
・研修プログラム（特にピア・エクスチ
ェンジ・プログラム） 
・大学や支援組織の役割 

・幼少期からの市民教育 
・ソーシャル・キャピタルの重要性の認
識 
・セクターを超えた多様な団体が課題や解決
策に関する対話と議論（→橋渡型・連結型ソ
ーシャル・キャピタルの促進・活用） 
・セクター間連携による人材流動や人材交流
の促進（→橋渡型・連結型ソーシャル・キャ
ピタルの促進・活用） 
・政府の NPO 人材に対する積極的な支援 
（→連結型ソーシャル・キャピタルの促進） 
・情報公開 
・NPO のキャリアの魅力を伝える 

 
(2) NPOの人材マネジメントの阻害要因 
・リーダーの高齢化（リーダーシップの赤字）、
継承計画、次世代育成 
・世代間ギャップ 



・他セクターと比較して低賃金・低福利厚生 
・他セクターへの人材流出 
・金融危機～景気悪化 
・ベビーブーマー世代の意識と行動 
・中堅層の欠如 
・短いキャリアパス 
 
(3)人材マネジメント・力量形成におけるソ
ーシャル・キャピタルの役割 
・信頼→組織としての価値、アイデンティテ
ィ、関係性構築、力量形成、知識 
・ネットワーク→採用、事業展開、信頼 
・規範（例：ボランティア・コード）→定着 
・信頼、倫理や価値観（認知的 SC）の醸成 
・支援ネットワーク（構造的 SC）の形成 
（支援組織、財団、シンクタンク、大学のネ
ットワーク→人財育成、リーダーシップの底
上げ） 
・結束型 SC の構築：信頼に基づいたメンタ
リング、ピアラーニング 
・橋渡型 SC の構築：異世代間交流、女性リ
ーダーやマイノリティ・リーダーが活躍する
場、セクター間の流動性の向上 
 
(4) NPO人材に求められるスキル 
・ミッションに対するコミットメント 
・マネジメントスキル 
・問題解決のための具体的なスキルセット 
・コミュニケーションスキル、チームワーク、
協働・関係性構築、ファシリテーションスキ
ル、対人関係スキル 
・適応力、柔軟性、文化、歴史、ジェンダー 
・リーダーシップ 
・NPO での経験や NPOに関する知識 
・政治的・社会的環境の理解 
・多様な文化の理解、多様な人材の包含 
・創造性 

 

これらの研究成果は、日本 NPO 学会、米
国非営利学会、国際サードセクター研究学会
など、内外の関連学会での発表や、NPO 向け
の調査結果報告会の開催等を通して幅
広く発信した。また、その結果得られた改
善点を踏まえて研究の成果を取りまとめ、学
術誌に論文を投稿した。さらに、ホームペー
ジを通して研究成果を幅広く国内外に発信
した。 

今後は、本研究の成果をふまえて、ボラン
ティア、有給スタッフ、理事といった様々な
人材をリクルートし、動機付けし、管理し、
育成するという各段階において、日本を含め
たアジアの NPO がどのような人材マネジメ
ント戦略をとっていけばよいのか、どのよう
なリーダーシップを発揮していけばよいか
について、調査研究を発展させていきたい。 
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